
不動産賃貸借契約書（例）
　賃貸人甲　　　　　と賃借人乙医療法人　　　　設立代表者　　　　　との間に、次のとおり不動産賃貸借契約を締結する。

第 １ 条　甲はその所有する次に表示の不動産を乙に賃貸し、乙はこれを賃借することを約する。

　(１)　土　地　　地番　　　　　　　　　地目　　　　　　　地積　　　　　　　㎡

　　　　　　　　　地番　　　　　　　　　地目　　　　　　　地積　　　　　　　㎡

　(２)　建　物　　所在　　　　　　　　　種類
　　　　　　　　　構造　　　　造　　建　床面積　　　　　　　㎡
第 ２ 条　賃貸借の期間は、　　年　　月　　日から　　年　　月　　日までの　　年間とする。
第 ３ 条　賃料は１ヶ月金　　　　　　　円也とし、乙は毎月　　日までに　　月分を甲の指定する金融機関の口座に振り込んで（甲に持参して）支払うものとする。ただし、その賃料が経済事情の変動、公租公課の増額、近隣の家賃等の比較により不相当となったときは、甲は契約期間中であっても、賃料の増額を請求することができるものとする。
第 ４ 条　乙は、本物件を病院（診療所・介護老人保健施設）としてのみ使用するほか、他の用途に使用してはならない。
第 ５ 条　乙は、次の場合には、事前に甲の書面による承諾を受けなければならない。
　(１)　建物の模様替え又は造作その他の工作をするとき

　(２)　賃借権の譲渡若しくは転貸又はこれらに準ずる行為をするとき
第 ６ 条　乙が次の場合の一つに該当したときは、甲は、催告をしないで直ちに本契約を解除することができるものとする。

　(１)　２ヶ月分以上賃料の支払いを怠ったとき
　(２)　賃料の支払いをしばしば遅延し、その遅延が本契約における甲と乙との信頼関係を著しく害すると認められるとき

　(３)　長期不在により賃借権の行使を継続する意思がないと認められるとき
　(４)　前条の規定に違反し、その他契約に違反したとき

第 ７ 条　建物の部分的な小修繕は、乙が費用を負担して自ら行うものとする。
第 ８ 条　乙（その家族、使用人を含む）の責めに帰すべき事由によって建物を破損又は滅失したときは、乙はその損害を賠償するものとする。
第 ９ 条　甲は本物件に関する公租公課を負担し、乙は電気、水道、ガス等の使用料を負担する。
第１０条　乙は、本物件の明渡しに際し、自己の所有又は保管する物件を全部撤収し、もし甲の承諾なしに造作加工したものがあればすべてこれを原状に復したうえで、甲の立会いを求め、本物件の引渡しをするものとする。

第１１条　連帯保証人は、賃料の支払い等本契約に基づく乙の一切の債務について保証し、乙と連帯して履行の責を負うものとする。
第１２条　本契約に関する紛争については、甲の所在地の裁判所を第一審の管轄裁判所とすることに甲乙双方とも合意した。

第１３条　本契約は、山形県知事の医療法人設立認可の日をもって発効するものとし、同法人設立のうえは、乙の表示は「医療法人　　　　　理事長」と読み替えるものとする。
　以上のとおり契約が成立したので、本契約書２通を作成し、各自記名押印のうえ、各１通を所持する。
　　　　年　　月　　日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　甲　賃貸人　住所
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　氏名　　　　　　　　　　　　　㊞

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　乙　賃借人　医療法人　　　　　設立代表者

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　住所

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　氏名　　　　　　　　　　　　　㊞

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　連帯保証人　住所

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　氏名　　　　　　　　　　　　　㊞

備考
　(1)　賃貸人の所有権を証明する登記簿謄本及び賃借料の算出根拠（不動産鑑定評価書等）を添付すること。

　(2)　従来個人で契約していたものは、改めて医療法人設立代表者名で契約を締結すること。
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